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Abstract
 
This study evaluates the relative efficiency of each Japan Railway company and each Japan’s
 
major private railway company,using various types of DEA (Data Envelopment Analysis)and
 
Inverted DEA (Inverted Data Envelopment Analysis). As the first step of this evaluation, this
 
paper describes the time series performance data analysis of the Japanese railway companies.
As a result, trend of each Japan Railway company became clear on the basis of various
 
business performance data. In addition, this empirical analysis was able to identify that East
 
Japan Railway Co.,Central Japan Railway Co.and West Japan Railway Co.reached a desirable
 
business performance level,on the other hand,Hokkaido Railway Co.,Shikoku Railway Co.and
 
Kyushu Railway Co.were less than the desirable business performance level.
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１ はじめに
我が国の鉄道事業は1872年（明治５）の開始以来，その運営形態が民間資本の主導による事業の勃
興から国有化施策による国有鉄道の誕生，そして1949年（昭和24）の日本国有鉄道（以下「国鉄」）の
設立へと変遷し，1987年（昭和62）の国鉄改革によって分割，再び民営化された．
当時の国鉄再建監理委員会の意見によれば，国鉄改革の意義は「破綻に瀕していた国鉄を交通市場
の中での激しい競争に耐え得る事業体に変革し，国民生活充実のための重要な手段としての鉄道の役
割と責任を十分に果たすことができるように国鉄事業を再生することである」とされる．したがって，
国鉄から JRという新しい企業体集合（以下「JRグループ」）にかわることで，大手私鉄並みの事業活
動の効率改善が求められてきたといえる．
そこで本研究は，国鉄の分割・民営化から今年で20年が経過し，本当に JRは国鉄時代の事業活動か
ら，大手私鉄に匹敵する事業活動に改善されたかを，データ包絡分析法（DEA：Data Envelopment
 
Analysis)［?］の諸手法を用いて実証的に検証，評価することを目的とする．なお分析対象は，JRグルー
プ７社のうち JR旅客６社を対象とし，JR貨物（日本貨物輸送）については取り扱わないものとする．
現在までに，JRと大手私鉄に対する比較研究は，中島ら［?］や織田ら［??］など様々な観点から数多く
行われている．これら多くの研究では，鉄道産業に対し従来から使用されていた指標に基づく分析が
行われている．これに対し本研究では，分析手法として，多基準による相対的な効率性評価手法であ
るDEAを用いる．本研究と同様に鉄道産業の事業活動に対する効率性評価にDEAを適用した研究
は，Adolphsonら［?］や坂元［??］，著者ら［??］などによって，既にいくつか行われている．特に論文［??］で
は，３つのDEA時系列分析手法を使い，国鉄の民営化の是非を実証的に検証しているが，分析時点で
入手できた JR発足後６年間のデータであり，今年で20年が経過した現時点において改めて評価し直
す必要があるといえる．さらに，著者らが提案した非効率を測定する Inverted DEA（Inverted Data
 
Envelopment Analysis)［??］という新たな観点の評価も加える必要があると考える．
したがって，本研究では論文［??］を踏まえ，JR発足後から現在までの約20年間を対象に，JRが大手
私鉄並みの事業活動に改善されたか否かに対する結論を導くことにある．これにより，国鉄の分割・
民営化に対する本来の目的が達成されたかを議論でき，一連の政策決定が妥当なものであったかを議
論する上で，重要な資料を提示できると考える．
本研究は膨大なデータを扱い，Inverted DEAを含めたDEAの諸手法を用いて実証的に様々検証す
るために，数本の論文に分けて研究成果を発表せざるをえない．したがって，第１報である本論文で
はDEAの諸手法を用いた本格的な分析に入る前段階としての内容を報告する．すなわち，副題の「各
業績データに基づく JR旅客各社の推移」を中心に報告する．ここで本論文の構成は次のようにまとめ
ることができる．まず，２節では JRグループの現在までの経緯を要約し，その既存研究を示す．３節
では鉄道事業者の事業活動に対する効率性評価の枠組みについて示す．４節では各種データの推移を
図示し，その考察について示す．５節では本論文をまとめ，次の研究課題を示す．
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２ JRグループの現在までの経緯と既存研究
２．１ JR発足とその後の経緯
JR発足とその後の経緯については数多くの文献が存在するが，本論文では運輸白書［??］や国土交通
白書［?］の各年度，フリー百科事典の『ウィキペディア（Wikipedia）』［??］の各項目，関連する文献［????］
などを参考に，以下に要約し示すこととする．
国鉄は，我が国における全国的な鉄道路線網を建設し，基幹的な輸送機関としての役割を果たすと
ともに，戦争引揚者をはじめとする大規模な労働力の受け皿として，戦後復興と我が国の経済成長に
大きく寄与してきた．しかし，その後のモータリゼーションの急速な進展等輸送構造の変化に適切に
対応できなかったこと，また，国鉄事業は国の監督の下，運賃法定制により弾力的な運賃改定が行え
なかったことなどから，国鉄の経営状況は，1964年（昭和39）度に単年度赤字を計上して以来，悪化
の一途をたどり，その経営は破綻に瀕するに至った．
このような状況の中で，国鉄を交通市場の中で激しい競争に耐え得る事業体に変革し，鉄道事業を
再生させるため，国鉄再建監理委員会の意見を受けて，国鉄改革実施のために必要な法案の整備等が
政府を挙げて行われ，いわゆる国鉄改革関連８法が1986年（昭和61）11月に成立し，所要の準備を経
て，1987年（昭和62）４月１日に分割・民営化が実施された．
国鉄が行っていた鉄道事業のうち，旅客部門については，旅客の流動実態等を重視して地域を６つ
に分割し，それぞれ北海道旅客鉄道（JR北海道），東日本旅客鉄道（JR東日本），東海旅客鉄道（JR
東海），西日本旅客鉄道（JR西日本），四国旅客鉄道（JR四国）及び九州旅客鉄道（JR九州）の６つ
の旅客鉄道が，また，貨物部門については，旅客部門と分離されたうえで日本貨物鉄道（JR貨物）が
発足し，JRグループとして計７つの株式会社が設立された．
国鉄事業の再生の観点からは，JRグループ７社が健全な経営を維持し，さらに経営基盤の強化を図
ることによって，最終的な完全民営化を図ることが課題であるが，発足時から当分の間は政府（実際
は日本国有鉄道清算事業団，日本鉄道建設公団を経て，現独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援
機構）が株式を全数保有する特殊会社の形態をとった．そのため，JRグループ７社の事業内容や各種
規制を規定するために「旅客鉄道会社および日本貨物鉄道株式会社に関する法律（JR会社法）」が制
定された．
さらに，JR北海道，JR四国及び JR九州については，営業損益で赤字が生じることが見込まれるな
ど厳しい経営状況が想定されたため，会社発足時において長期債務を引き継がせないこととした上で，
営業損失を補塡し得る収益が生み出されるような経営安定基金を設けることにより経営基盤の確立を
図ることとされた．
既設新幹線については，線区毎に大きな資本費格差があるため，これに着目して本州３社（JR東日
本，JR東海，JR西日本）の収益調整を行う観点から，新幹線鉄道保有機構法に基づき，新幹線鉄道
に係る鉄道施設を一括して保有し，これを本州３社に有償で貸し付ける主体として新幹線鉄道保有機
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構（以下「保有機構」）が設立された．なお，1991年（平成３）10月には，JR株式の売却・上場を円
滑かつ適切に実施する観点から，本州３社の資産及び債務を確定する必要等が生じたため，保有機構
が一括保有している新幹線鉄道施設が本州３社に譲渡され，保有機構は解散した．解散時において保
有機構が有する譲渡代金債権等の一切の権利・義務は，同月成立した鉄道整備基金に承継された．
また国鉄は「日本国有鉄道清算事業団法」に基づき，1987年（昭和62）４月１日に日本国有鉄道清
算事業団（以下「清算事業団」）に移行し，JR各社等に承継されなかった長期債務等及び土地その他の
国鉄の資産は，清算事業団に引き継がれた．清算事業団は，承継された長期債務等の償還及び当該債
務に係る利子の支払いや，これらの業務を遂行するために必要となる国鉄の土地等の資産の処分を行
うとともに，臨時に再就職を必要とする国鉄職員の再就職の促進を図るための業務を行うこととされ
た．
JR発足時，国鉄長期債務等の総額は，37.1兆円という膨大な額にのぼった．この国鉄長期債務等に
ついては，事業の健全かつ円滑な運営に支障が生じない範囲で旅客会社等に承継させ，残るものにつ
いては清算事業団が処理することとなったが，そのうち新事業体は11.6兆円（うち JR東日本，JR東
海，JR西日本，JR貨物等が計5.9兆円，保有機構が5.7兆円）を負担することとされ，残る25.5兆円
については清算事業団において処理することとなった．なお，保有機構は，自らの承継債務5.7兆円に
加えて，新幹線施設の再調達価額と簿価の差額2.9兆円を清算事業団に対して負担することとなってお
り，これを併せた8.5兆円を JR本州３社が新幹線施設リース料の支払いという形で負担していたた
め，実質的な JR本州３社，JR貨物等の負担総額は14.5兆円であった．そして，清算事業団の土地，
株式等の資産の売却収入を残債務等の処理財源とし，最終的に残る長期債務等については国民に負担
を求めるという現在のスキームが定められた．
清算事業団の債務等の処理を図るために必要な措置を定めた「日本国有鉄道清算事業団の債務等の
処理に関する法律」が，1998年（平成10）10月22日に施行され，清算事業団は同日をもって解散した．
JR発足時，国鉄の長期債務うち清算事業団が引き継いだ額は25.5兆円であったが，その後その処理が
円滑に進まず増加し，解散時には28.3兆円にまで至った．固定資産や JRグループ７社の株式などの処
分資産は旧日本鉄道建設公団（現独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構）が継承し，債務に
ついては「日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律」によって国の一般会計に組み入れ
られ，国自体の借金となった．
JRグループ７社については，累次の閣議決定により「できる限り早期に純民間会社とする」ことが
求められていた．このうち JR東日本，JR東海及び JR西日本の JR本州３社については，発足後の安
定的な経営状況や上場後の堅調な株価の推移等から，純民間会社とするための条件が整った状況から，
「旅客鉄道会社および日本貨物鉄道株式会社に関する法律（JR会社法）」の一部改正により，2001年
（平成13）年12月，JR会社法の適用対象から除外され，法律上民間会社の扱いとなった．ただし，JR
各社が国鉄改革の中で誕生したという経緯を踏まえ，当分の間，国鉄改革の趣旨を踏まえた事業運営
を確保するための措置がとられている．
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また，現独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構が保有していた JR本州３社の株式について
は，1993年（平成５）10月に JR東日本株式が，1996年（平成８）10月に JR西日本株式が，1997年（平
成９）10月には JR東海株式がそれぞれ上場され，2002年（平成14）６月には JR東日本株式の，2004
年（平成16）３月には JR西日本株式の，2006年（平成18）年４月には JR東海株式の売却が完了し，
名実ともに完全民営化が実現された．
JR北海道，JR四国，JR九州及び JR貨物については，地域の足の確保や環境負荷の小さい鉄道貨
物輸送の推進等社会的に重要な役割を担っていることから，国は引き続き固定資産税の軽減措置等支
援措置の延長により経営基盤の安定・強化を図っており，各社においても完全民営化に向けて，増収
努力や経費節減等の取組みを行っている．
なお，JR北海道は2000年（平成12）頃の ITバブルで株価が急回復したことを受けて，2002年（平
成14）頃に一時上場の計画がされたが，その後の株価低迷により現在は見送り状態となっている．現
時点では九州新幹線鹿児島ルートの一部開業に伴って，収益がわずかながら黒字に転じた JR九州が
上場を目標にしており，最も実現性が高いといわれている．
２．２ 国鉄の分割民営化と JR各社に関する既存研究
はじめにでも述べたように，現在までに，JRと大手私鉄に対する比較研究は，様々な観点から数多
く行われている．これら多くの研究では，基本的に鉄道産業に対し従来から使用されていた指標に基
づく分析が中心となっている．
具体的にあげるならば，中島らの論文［?］では，鉄道事業独自の生産性特性に関して，国鉄と大手私
鉄の時系列データを用いて明らかにすることを目的としており，鉄道事業の生産性の上昇率は他産業
と比べて低い結果だと結論付けている．また，織田らの論文［??］では，中島ら［?］と同じ手法を用いて鉄
道事業の全要素生産性を計測して，民営化された JR及びそれに対応する期間の大手私鉄の生産性を
検証している．この分析から，国鉄，大手私鉄，JRのいずれも長期的に生産性が横ばい，ないしは，
マイナスで推移していると結論付けている．
これらに対し，本研究と同様に鉄道産業の事業活動に対する効率性評価にDEAを適用した研究は，
Adolphsonら［?］や坂元［??］，著者ら［??］などによって，既にいくつか行われている．
具体的にあげるならば，Adolphsonらの論文［?］では，米国の鉄道産業に対して既存の指標である
ウェスコンシン・メソッドを利用した枠組みにより，実証的に効率性分析を行っている．これに対し，
坂元の論文［??］では，日本における第３セクター鉄道の効率性を実証的に分析している．この中で坂元
が用いた分析の枠組みは，日本の鉄道産業の評価に対して大変有効であり，注目すべきものである．
そして，著者らの論文［??］では，３つのDEA時系列分析手法を使い，国鉄の分割・民営化，特に民
営化の是非を実証的に検証している．この分析から，生産性，収益性，企業性において，その分割・
民営化の成果がかなり見られたが，コスト性においては期待された様な成果が上がっていないと結論
付けている．なお，この研究で用いられた分析の枠組みは，坂元が用いた分析の枠組みを基礎とした
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ものであった．
３ 鉄道事業者の事業活動に対する効率性評価の枠組み
３．１ 鉄道事業者の事業活動の効率性
運輸白書［??］や国土交通白書［?］によると，我が国の鉄道事業は，1872年（明治５）10月14日の新橋～横
浜間の開業でその幕を開けた．当初は官営鉄道による整備が進められたが，国の財政状況の悪化から，
民間資本の導入による民営鉄道の整備に重点が置かれることとなった．その後，政府の富国強兵施策
の下で全国的な鉄道網の敷設を促進する等の観点から，1892年（明治25）の鉄道敷設法及び1906年（明
治39）の鉄道国有法により幹線鉄道の国有化が進められ，1922年（大正11）の鉄道敷設法の改正によ
りローカル線についても整備が促進された．さらに第２次大戦後，国による鉄道の直営制度を改め，
政府の監督を最小限にとどめた自由な経営主体として事業を行わせる企業体制を実現する観点から，
1949年（昭和24）６月１日に公共企業体として日本国有鉄道（国鉄）が発足した．
このように我が国の鉄道事業は，基本的に国策事業という一面があり，鉄道事業者は，基幹的公共
交通機関を担うものである．そして，各鉄道会社によって地域毎に独占的または寡占的にサービスが
供給されてきた．したがって，鉄道事業者の事業活動には，公共性の追求が課せられているといえる．
またその反面，我が国の鉄道事業者は株式会社でもあり，その事業活動自体の継続や将来的な設備投
資のために利益を生み出さなければならない．したがって，鉄道事業者の事業活動には，営利目的と
いう企業性の追求も課せられている．2006年（平成18）10月には大手私鉄同士の阪急電鉄と阪神電鉄
が持ち株会社による経営統合が行われたが，その際の主な誘因とされる，経営効率化が一層求められ
ているのが現状である．
これらの点から鉄道事業者の事業活動は，公共性と企業性の両面を持ち合わせており，その評価も
複雑であるといえる．本研究では，鉄道事業者の事業活動に対する効率性評価を行うために，鉄道事
業者を多入力多出力システムととらえて表現し，評価を行う．
鉄道事業者の公共性と企業性という観点から効率性評価に当てはめると，公共性の追求とは非効率
性の改善ととらえることができ，企業性の追求とは効率性の追求であるととらえることができる．し
たがって，公共性の面を評価するためには，非効率を測定する Inverted DEAを用いることが適切で
あり，そして，企業性の面を評価するためには，効率を測定するDEAを用いることが適切であると考
える．
３．２ 効率性評価に用いる分析モデル
事業体の効率を測定するには，通常その優れている点に焦点を当てて評価する方法と，その劣って
いる点に焦点を当てて評価する方法が考えられる．DEAモデルは事業体の優れている点から効率性を
評価する方法である．これに対し著者らは，事業体の劣っている点に焦点を当てて非効率の度合いを
58 杉 山 学
評価する Inverted DEAモデルを論文［??］において提案した．
この日本独自なDEAモデルである Inverted DEAは非常に有効な評価手法であり，様々な問題に
適用され，国会等移転審議会と旧国土庁首都機能移転企画課が中心で行った「首都機能移転計画」，い
わゆる「国会等の移転」という国家レベルの政策決定において一つの評価手法として用いられたとい
う報告［??］もある．
そこで，本研究において中心となる分析モデル，DEAと Inverted DEAを以下に簡潔に記述する．
DEAモデル
DEAモデルは様々なヴァリエーション［????］があり，それに関する記述は様々［????????????］あるが，
ここでは最初に提案されたDEAの基本モデルであるCCRモデル［?］を次のように記述する．
DEAでは，評価対象となる事業体（多入力多出力システム）をDMU（Decision Making Unit）と
呼び，全部で n個あるものと仮定する．さらに各DMU?（j＝1,...,n）は，共通した入出力項目を持
ち，m種類の入力 x?＞０（i＝1, ...,m）を使い，s種類の出力 y??＞０（r＝1, ..., s）を産出して
いると仮定する．
ここで各DMU?（o＝1,...,n）に対するDEAの基本モデルであるCCRモデルの比率形式は，以
下の分数計画問題，
max. h?＝
s
Σ
r＝1
u??y??
m
Σ
i＝1
v?x?
,
⑴
subject to
 
s
Σ
r＝1
u??y??
m
Σ
i＝1
v?x?
１ （j＝1,...,n),
u?? ε （r＝1,...,s),
v? ε （i＝1,...,m),
である．DEAでは⑴の最適目的関数値 h?をDEA効率値（DEA-efficiency score）と呼び，DMUの
相対的な効率の度合いを表す値である．このDEA効率値が h?＝１である場合DMU?はDEA効率的
（DEA-efficient）と判定される．またそれ以外の場合は，DEA非効率的（DEA-inefficient）と判定
される．
文献［???］にあるように，実際の計算は⑴を解くのではなく，線形計画問題に変形して解くことから，
簡便さと適用範囲の潜在的な広さにつながっている．なお，値εは無限小正数（non-Archimedan
 
infinitesimal）であり，特定の値を与えて解かなくとも，線形計画問題の最適化を２段階にわけて行う
方法が一般的に用いられている［???］．
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Inverted DEAモデル
Inverted DEAは著者らの論文［??］で提案され，論文［??］の中で日本の公共事業投資の効率に適用さ
れている．したがって，Inverted DEAに関する記述は論文［??????????］などにあるが，前節のDEAと
同様に，DEAの基本モデルであるCCRモデルに対する Inverted DEAモデルを次のように記述す
る．
Inverted DEAにおいてDMUや入出力項目に関する仮定はDEAと同様である．ここで各DMU?
（o＝1,...,n）に対するDEAの基本モデルであるCCRモデルの比率形式に対応する Inverted DEA
は，以下の分数計画問題，
max. h′?＝
m
Σ
i＝1
v″?x?
s
Σ
r＝1
u″??y??
,
⑵
subject to
 
m
Σ
i＝1
v″?x?
s
Σ
r＝1
u″??y??
１ （j＝1,...,n),
u″?? ε （r＝1,...,s),
v″? ε （i＝1,...,m),
である．Inverted DEAでは⑵の最適目的関数値 h′??を IDEA非効率値（IDEA-inefficiency score）と
呼び，DMUの相対的な非効率の度合いを表す値である．この IDEA非効率値が h′??＝１である場合
DMU?は IDEA非効率的（IDEA-inefficient）と判定される．またそれ以外の場は，IDEA効率的（IDEA
-efficient）と判定される．
文献［????］にあるように，実際の計算は⑵を解くのではなく，DEAと同様に線形計画問題に変形して
解くことから，無限小正数の値εの対処もDEAと同様に行えばよい［??］．
ここで Inverted DEAを記述的に表現すると，Inverted DEAは，DEAで入力 x?として扱っていた
ものを「出力」とし，出力 y??として扱っていたものを「入力」と逆転することで表現できる．DEAが
最も効率的な活動（最高の活動）からの差を表しているとするならば，Inverted DEAは最も非効率的
な活動（最低の活動）からの差を表していると考えて良い．これはDEAにおける効率の概念と全く逆
転している．ゆえに，「逆転させたDEA」，すなわち「Inverted DEA」と名付けた．これらの特質か
ら，Inverted DEAはDEAにおけるほとんど全てのヴァリエーションに対応して拡張することが可能
である．
３．３ 事業活動の局面と効率の定義
鉄道産業に対する効率性評価にDEAを適用した研究として，Adolphsonら［?］や坂元［??］，著者
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ら［??］などがあるが，本研究では論文［??］と同様に，日本の第３セクター鉄道の効率性を分析した坂元
の論文［??］の中で用いられている分析の枠組みを基本的に採用し，効率性分析を行う．
坂元は鉄道産業の活動を，政策評価の分野における「能率」の概念［??］を援用し，費用，作業，事業，
効果という４つの活動局面に区分している．しかし，その論文中には詳しく定義されていないので，
ここでは文献［??］を参考とし，改めて以下に詳しく定義する．
費用に関する活動局面
作業に動員される諸資源を調達するために投入される金銭支出および事業に直接投入される移
転的支出である．
作業に関する活動局面
事業に投入される職員の労働，消耗品，備品，設備，施設など，金銭以外の諸資源の物理的な
利用量である．
事業に関する活動局面
意図する効果を生み出すという想定ないし期待のもとに，事業活動が供給する財，サービスで
ある．
効果に関する活動局面
事業が与える変化であり，費用から事業にいたる事業活動の客観的な最終産出物である．
これらそれぞれ４つの活動局面を代表する項目として，論文［??］では以下を選択しており，本研究でも
これらの項目（表１）を採用する．
表１：各活動局面を代表する項目
活動局面 代表する項目 データの種類
費用 人件費，人件費外営業経費 金銭的データ
作業量 職員数，車両数 数量的データ
事業量 旅客車両キロ，輸送人員数 数量的データ
効果量 営業収入 金銭的データ
そして，費用，作業量，事業量，効果量の４つの活動局面をそれぞれ入出力項目とし，以下の４つの
効率性を定義しており，本研究でもこれらの効率性（表２）を採用し，分析を行う．
61データ包絡分析法による JRと大手私鉄の事業活動効率比較のための時系列業績データ基礎分析
表２：４つの効率性と入出力項目
効率性 入力項目 出力項目
コスト性 費用【人件費，人件費外営業経費】 作業量【職員数，車両数】
生産性 作業量【職員数，車両数】 事業量【旅客車両キロ，輸送人員数】
収益性 事業量【旅客車両キロ，輸送人員数】 効果量【営業収入】
企業性 費用【人件費，人件費外営業経費】 効果量【営業収入】
評価対象となる事業体は，JR貨物を除く JR旅客６社と大手私鉄15社とする．各鉄道会社の入出力
のデータは，昭和62年度（1987年度）から現時点で最新の平成16年度（2004年度）の18年間である．
本研究で使用されたデータの出典は鉄道統計年報の当該年度版［???］からである．
４ 各種データの推移とその考察
各年度の運輸白書［??］や国土交通白書［?］によれば，JR旅客各社の概況はほぼ一貫して，次の通りで
ある．
本州３社については，三大都市圏及び新幹線を有していることから，比較的良好な経営環境にあり，
概ね順調な経営を続けているとされている．これに対し，JR北海道，JR四国，JR九州の，いわゆる
３島会社については，発足当初より厳しい経営環境が予想され，長期債務等を承継しないこと及び経
営安定基金の設置等の特別の措置が講じられたものの，厳しい経営状況であるとされている．
ここで前節の費用，作業，事業，効果という４つの活動局面を代表する項目の各種データが，実際
に上記のような概況を示すのかを確認するために，JR発足以後どのように推移したかを，次に示すこ
ととする．
４．１ 費用に関する活動局面
費用に関する活動局面を代表する項目は，「人件費」と「営業費（人件費外営業経費）」であり，そ
れぞれの推移は図１と図２に示す通りである．
図１の人件費の推移からは，本州３社と３島会社の間に相違があることが読み取れる．３島会社は
職員数の減少に伴って，人件費の総額も減少しているのに対し，本州３社は職員数の減少に反して，
JR会社法の適用対象から除外された2001年（平成13）年頃まで人件費の総額が増加している．これは，
JR発足時に行われた JR旅客各社への人員の移動により，年齢構成に歪みが出た影響からかもしれな
い．
図２の営業費（人件費外営業経費）の推移からは，本州３社が保有機構から新幹線鉄道施設を譲渡
された1991年（平成３）前後の変化が特徴的である．JR東日本，JR東海は大きく費用が減ったもの
の，JR西日本はほとんど変化がなかったことから，JR西日本においては新幹線所有の恩恵を受けてい
ないことが読み取れる．
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４．２ 作業に関する活動局面
作業に関する活動局面を代表する項目は，「職員数」と「車両数」であり，それぞれの推移は図３と
図４に示す通りである．
図１：人件費の推移
図２：営業費（人件費外営業経費）の推移
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図３の職員数の推移からは，国鉄改革の主要な成果であるとされる「職員数の削減」が読み取れる．
JR発足当初から特に職員数の多い JR東日本，JR西日本で削減が進められていることがわかる．これ
に対し，JR東海などは一定規模数を維持する傾向にあるが，本州３社が JR会社法の適用対象から除
外された2001年（平成13）年以降から各社減少傾向にある．
図４：車両数の推移
図３：職員数の推移
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図４の車両数の推移からは，JR旅客各社ともに国鉄改革の趣旨を踏まえた事業運営を確保するため
の措置がとられているためか，全体的に一定規模数を維持していることが読み取れる．
４．３ 事業に関する活動局面
事業に関する活動局面を代表する項目は，「旅客車両キロ」と「輸送人員数」であり，それぞれの推
移は図５と図６に示す通りである．
図５の旅客車両キロの推移からは，1995年（平成７）１月17日の早朝に発生した阪神・淡路大震災
の影響が大きいことが読み取れる．実際，東海道本線（JR神戸線）は地震発生から74日後の1995年（平
成７）４月１日に復旧し，山陽新幹線も81日後の1995年（平成７）４月８日に復旧したが，かなりの
期間不通であった．その結果が，JR西日本と JR東海で顕著に現れており，旅客車両キロにおいては，
翌年度の1995年（平成７）度にはほぼ回復した．
図６の輸送人員数の推移からは，旅客車両キロにあったような，阪神・淡路大震災の影響が見られ
ず，全体的に一定規模数を維持している．少なからず地震の影響があったはずではあるが，企業努力
により克服したのではないかと考えられる．また，地震により不通区間となった競合の鉄道事業者の
中で，いち早く普及したため，その後の利用者のシェアは JR西日本へとシフトする形となったことも
一因としてあげられるだろう．
図５：旅客車両キロの推移
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４．４ 効果に関する活動局面
効果に関する活動局面を代表する項目は，「営業収入」であり，その推移は図７に示す通りである．
図７の営業収入の推移からは，本州３社と３島会社の間に金額的に大きな差があることが読み取れ
図６：輸送人員の推移
図７：営業収入の推移
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る．阪神・淡路大震災のために一時的に影響が出たが，本州３社は三大都市圏及び新幹線を有してい
ることから，概ね順調で多額の営業収入を得ている．これらに対し，３島会社は発足時より非常に少
ない額の営業収入しか得られていないのが現状であり，厳しい経営状況であることが読み取れる．
４．５ 旅客各社の損益状況
それぞれの活動局面について見てきたが，旅客各社の損益状況を表すものとして，単純に「営業収
入」から「人件費と営業費」（厚生福利施設収入控除前）を引いて，営業損益を計算した．その結果の
推移は図８に示す通りである．
図８の営業損益の推移からは，本州３社が大手私鉄平均額よりも多く黒字であり，３島会社は大手
私鉄平均額よりも少なく赤字であることが読み取れる．もう少し本州３社の状況を詳しく述べるなら
ば，JR東日本と JR東海は高い水準を維持しているが，JR西日本は相対的にあまり高くない水準であ
る．
本州３社は，高収益である新幹線事業について，輸送力強化など様々な事業展開を行って，収益を
確保しようとしているのが現状である．具体的に JR東日本に限っていえば，1991年（平成３）６月新
幹線の東京駅乗り入れ，1992年（平成４）７月山形新幹線開業，1997年（平成９）３月秋田新幹線開
業，1997年（平成９）10月長野新幹線開業などを実行し，その後も新幹線の各路線の延伸開業を実行
している．
また，本州３社が JR会社法の適用対象から除外された2001年（平成13）年以降から，機動的で柔軟
な事業活動が可能となり，いわゆる駅ナカ事業やSuica（スイカ）・ICOCA（イコカ）などの電子マネー
図８：厚生福利施設収入控除前の営業損益
67データ包絡分析法による JRと大手私鉄の事業活動効率比較のための時系列業績データ基礎分析
の事業を展開することで，営業損益が近年増加傾向にあることが読み取れる．これら事業の多角化は
サービス向上につながるものであり，今後大いに期待できるものである．
なお，運賃については，国鉄時代と同様に収入確保のために JR発足時から５年の間，毎年３～６％
程度の運賃改定を見込んでいたが，1989年（平成元）４月の消費税導入に伴い行われた運賃改定（旅
客各社2.9％）を除けば，1996年（平成８）１月に３島会社が９年ぶりに行った運賃改定（6.7～7.8％）
まで JRの運賃は，私鉄の運賃及び消費者物価が上昇する中でも据え置かれている．
５ まとめ
本研究は，国鉄の分割・民営化から今年で20年が経過し，本当に JRは国鉄時代の事業活動から，大
手私鉄に匹敵する事業活動に改善されたかを，Inverted DEAを含めたDEAの諸手法を用いて実証的
に検証，評価することが目的である．そこで第１報である本論文では，本格的な分析に入る前段階と
して，JRグループの現在までの経緯を踏まえた上で，鉄道事業者の事業活動に対する効率性評価の枠
組みを改めて定義し，その中で使用される各種業績データに基づいて JR旅客各社の推移についてま
とめ，考察を行った．
各年度の運輸白書［??］や国土交通白書［?］で記述されているように，JR東日本，JR東海，JR西日本
の，本州３社については，三大都市圏及び新幹線を有していることから，比較的良好な経営環境にあ
り，概ね順調な経営を続けていることが各種業績データの推移からも確認できた．一方，JR北海道，
JR四国，JR九州の，いわゆる３島会社については，特別の措置が講じられてきたものの，発足当初
より厳しい経営状況が続いていることが各種業績データの推移からも改めて確認できた．
これらの分析から，JR旅客各社の事業活動の現状を把握できたが，JR旅客各社が大手私鉄に匹敵
する事業活動に改善されたかは把握できていない．したがって，今後，本論文で示した鉄道事業者の
事業活動に対する効率性評価の枠組みを用いて，本格的に Inverted DEAを含めたDEAの諸手法を
用いて，JR旅客各社と大手私鉄の事業活動を時系列的に効率性評価を行い，実証的に検証を進める予
定である．
また JR発足後，経営の合理化，効率化などを優先するあまり，安全性を軽視し，2005年（平成17）
４月には JR福知山線脱線事故が発生したという見方がある．平成18年度の国土交通白書［?］によれば，
2005年（平成17）以降この事故を含めヒューマンエラーに起因すると見られる事故・トラブルが多発
したことを受け，「運輸の安全性の向上のための鉄道事業法等の一部を改正する法律（運輸安全一括
法）」が2006年（平成18）10月に施行されている．今後これらの検証も行う必要があり，国鉄改革を議
論する上で重要な研究課題としてあげられる．
68 杉 山 学
謝 辞
本論文の査読者の方々からは有益なコメントをいただきました．ここに心から感謝の意を表します．
また本論文は，平成19年度群馬大学教育研究改革・改善プロジェクト『「持続可能な社会」構築のため
の社会情報学的研究―４．研究の高度化・国際化と教育・社会への成果の還元』による研究成果の一
部である．
参考文献
［１］ Adolphson,D.L., Cornia,G.C. and Walters,L.C.:Railroad Property Valuation Using Data Envelopment
 
Analysis,Interfaces,Vol.19(1989),18-26.
［２］ Charnes,A., Cooper,W.W. and Rhodes,E.:Measuring the Efficiency of Decision Making Units,European
 
Journal of Operational Research,Vol.2(1978),429-444.
［３］ Cooper,W.W.,Seiford,L.M.and Tone,K.,Data Envelopment Analysis: A Comprehensive Text with Models,
Applications, References and DEA-Solver Software,Kluwer Academic Publishers,2000.
［４］ Cooper,W.W., 刀根薫，高森寛，末吉俊幸：DEAの解釈と展望 その1-3，オペレーションズ・リサーチ，Vol.39
(1994),419-425,480-485and 547-555.
［５］ 藤井彌太郎：鉄道業界，教育社，1991．
［６］ 国土交通省：国土交通白書 各年度，財務省印刷局，2002～2006．
［７］ 国土交通省鉄道局：鉄道統計年報 各年度，政府資料等普及調査会，2002～2006．
［８］ 草野厚：国鉄改革，中央公論社，1989．
［９］ 中島隆信，福井義高：日本の鉄道事業の全要素生産性，運輸と経済，Vol.56(1996)，32-40．
［10］ 西尾勝：行政学の基礎概念，東京大学出版会，1990．
［11］ 織田恭司，大坪嘉章：国鉄民営化以降の鉄道事業の全要素生産性，運輸と経済，Vol.60(2000)，52-60．
［12］ 坂元純一：DEAを用いた第三セクター鉄道の効率性，オペレーションズ・リサーチ，Vol.42(1997)，488-492．
［13］ Seiford,L.M.:Data Envelopment Analysis:The Evolution of the State of the Art (1978-1995), The
 
Journal of Productivity Analysis,Vol.7(1996),99-137.
［14］ 末吉俊幸：DEA ―経営効率分析法―，朝倉書店，2001．
［15］ 末吉俊幸，町田浩，杉山学，新井健，山田善靖：国鉄の分割・民営化とその企業効率変化：DEA時系列分析によ
る実証研究，Journal of the Operations Research Society of Japan,Vol.40(1997),186-205．
［16］ 杉山学：事業体の総合評価手法 ―電力事業体の効率性評価の事例―，経営システム，Vol.15(2005)，239-244．
［17］ Sugiyama,M. and Yamada,Y.:Data Envelopment Analysis Using Virtual DMU as Intermediates:An
 
Application to Business Analysis of Japan’s Automobile Manufatures,Journal of Japan Industrial Manage-
ment Association,Vol.50(2000),341-354.
［18］ 杉山学，山田善靖：DEAと合意形成，オペレーションズ・リサーチ，Vol.46(2001)，284-289．
［19］ 杉山学：DEAに基づく入出力項目が連鎖したDMUの効率評価，Journal of Social and Information Studies,
Vol.10(2003),pp.171-186.
［20］ 杉山学：電力自由化後の電力各社の生産性推移，Journal of Social and Information Studies,Vol.14(2007)，
pp.131-153．
［21］ 刀根薫：経営効率性の測定と改善 ―包絡分析法DEAによる―，日科技連，1993．
69データ包絡分析法による JRと大手私鉄の事業活動効率比較のための時系列業績データ基礎分析
［22］ 刀根薫，上田徹監訳：経営効率評価ハンドブック ―包絡分析法の理論と応用―，朝倉書店，2000．
［23］ 刀根薫，高村義晴：首都機能移転計画のための総合評価手法の開発とその適用，オペレーションズ・リサーチ，
Vol.46(2001)，279-283．
［24］ 運輸省：運輸白書 各年度，大蔵省印刷局，1986～2001．
［25］ 運輸省交通局：鉄道統計年報 各年度，政府資料等普及調査会，1987～2001．
［26］ ウィキペディア（Wikipedia）：フリー百科事典，http：//ja.wikipedia.org/wiki/
［27］ 山田善靖，松井知己，杉山学：DEAモデルに基づく新たな経営効率性分析法の提案，Journal of the Operations
 
Research Society of Japan,Vol.37(1994)，158-168．
［28］ 山田善靖，末吉俊幸，杉山学，貫名忠好，牧野智謙：日本的経営の為のDEA法：日本経済に果たす公共事業投資
の役割，Journal of the Operations Research Society of Japan,Vol.38(1995)，381-397．
⎧
｜
⎩
原稿提出日 平成19年９月18日
修正原稿提出日 平成19年11月14日
⎫
｜
⎭
70 杉 山 学
